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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和７年１月２０日 

件   名 地域懇談会の実施結果について 

所管部課名 福祉部 福祉まるごと相談課 

内   容 

重層的支援体制整備事業の更なる推進を図るため、地域懇談会を実施

したため、以下のとおり報告する。 

 

１ 目的 

（１）福祉まるごと相談課及び包括的相談支援開始の周知 

（２）支援を要する方を相談へとつなぐ方法について意見交換 

（３）支援を届けるために必要な機能や仕組みを地域の声から見出す。 

 

２ 対象 

（１）区内在住・在勤・在学の方 

（２）地域福祉に携わる方（高齢・障がい・子ども・生活支援などの事

業所職員、民生・児童委員、ＮＰＯ活動団体ほか） 

 

３ 周知方法 

（１）あだち広報（９月２５日号、１０月２５日号）、区ホームページ 

（２）高齢・障がい等の支援事業所、福祉・健康・子育て分野のＮＰＯ

活動団体、民生・児童委員、区内大学へ個別案内 

 

４ 実施内容（各回内容は共通） 

 地域懇談会 実施内容 所要時間 

１ 開会 
地域懇談会の狙い 
本日のプログラム 説明 

５分 

２ 導入 福祉まるごと相談課の紹介 １０分 

３ 意見交換 

各グループに
ファシリテーター
（委託事業者）
を置き、①～③
について意見交換 

① 日頃、活動するなかで受け

た・聞いた困りごとや困難事例 
３０分 

４ 
② 困りごと解決に向けて連携
した機関やできなかった理由 

３０分 

５ 
③ 潜在的な困りごとを早期発
見・早期対応につなげる方法 

２０分 

６ 全体共有 
ファシリテーターからグループ
での意見を参加者全体に共有 

１０分 

７ 
閉会 

参加者自由交流 
名刺交換など自由な交流時間 １５分 

計 １２０分 
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５ 実施結果 

  参加者数：延べ８１人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

実施日時・場所（開催順） 参加者数 

① 
竹の塚地域学習センター 

令和６年１０月 ５日（土曜）午前 10時～正午 
７人 

② 
栗島住区センター 

令和６年１０月１６日（水曜）午後 6時 30 分～8時 30 分 
７人 

③ 
舎人住区センター 

令和６年１０月３０日（水曜）午後 ７時～９時 
６人 

④ 
西新井住区センター 

令和６年１０月３１日（木曜）午後 ７時～９時 
６人 

⑤ 
東和住区センター 

令和６年１１月２０日（水曜）午後 ７時～９時 
１１人 

⑥ 
鹿浜地域学習センター 

令和６年１１月２１日（木曜）午後 ７時～９時 
１１人 

⑦ 
佐野地域学習センター 

令和６年１１月２４日（日曜）午前 10時～正午 
６人 

⑧ 
生涯学習センター 

令和６年１２月 １日（日曜）午前 10時～正午 
１４人 

⑨ 
江北地域学習センター 

令和６年１２月 ７日（土曜）午前 10時～正午 
７人 

⑩ 
花畑地域学習センター 

令和６年１２月１１日（水曜）午後 ７時～９時 
６人 

計 ８１人 

 ※ 参加人数に応じてグループ分けする際は、高齢者支援、ＮＰＯ活

動団体など属性・分野を超えて意見交換できるよう設定 

 

鹿浜 

江北 

千住 

竹の塚 

東和 

舎人 

中央本町 

花畑 

佐野 

西新井 
⑤ 

① 

② 

③ 

④ 

⑥ ⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

開催日順で掲載 
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６ 意見交換内容（抜粋） 

 意見交換 意見の概要 

1 

意見交換１ 

 

日頃、活動す

るなかで受け

た・聞いた困

りごとや困難

事例 

① 本人は困っていない（認識していない）が、

周囲や支援者は心配・困っているケース 

 

 

 

② 単身高齢者等の住居問題 

→ 高齢者２人暮らしから単身になったケース 

2 

意見交換２ 

 

困りごと解決

に向けて連携

した人や機

関、できなか

った理由 

① 制度・分野を超えて協力を依頼する困難さ 

 

 

 

 

② 一度支援が途切れたことで、また一から情報

収集や関係を構築するのが大変だった。 
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意見交換３ 

 

潜在的な困り

ごとを早期発

見・早期対応

につなげる方

法 

① 少し心配な段階から相談できる地域づくり 

 

 

 

 

 

② 効率的に困りごとをキャッチ 

 

 

 

 

７ 今後の方針 

（１）地域懇談会の結果詳細は、地域福祉に係る現場の貴重な声として、 

別途報告書として取りまとめたうえ、全庁的に共有していく。 

（２）地域懇談会で出来た“顔が見えるつながり”を大切にしながら、

重層的支援体制整備事業をより一層推進していく。 
 
 

 

どうする？ 

どうする？ 

多機関が同じ情報・状況を共有し、
アウトリーチを繰り返しながら、
様々な支援の選択肢を直に届け続
けていくことが必要 

住宅施策と福祉施策の連携を一層

強化し、世代や属性を問わない住ま

いを含めた生活支援が必要 

どうする？ 
繋ぎなおしには時間も労力も要す

ることから、ゆるやかに本人や世帯

と繋がり続けておくことが必要 

どうする？ 
地域ごとに支援チームのようなも

のを形成することで、より柔軟に動

いていけるのではないか。 

どうする？ 

既存のサロンや子ども食堂など集

いの場をつなぎ、活用することで、

困りごとの把握と安否確認も一緒

に出来るのではないか。 

どうする？ 

“少し心配”“何か変だ”に気付いて

いける地域づくりが必要 

支援に携わる側の“大丈夫だと思っ

ていた”の意識を無くすべき。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和７年 １月２０日 

件   名 
令和６年度ひとり親家庭交流事業「サロン豆の木」受託事業者評価委員

会の評価結果について 

所管部課名 福祉部 親子支援課 

内   容 

令和６年度ひとり親家庭交流事業「サロン豆の木」受託事業者評価委員会

（以下、「評価委員会」という。）を開催したので、以下のとおり評価結果を

報告する。 

 

１ 受託事業者及び評価結果 

１００点満点中６０点(６割)以上のため、両事業者とも契約を更新する。 

委託事業 事業者名 
評価委員の 

平均点① 
前回② ①‐② 

サロン豆の木 

【企画型(※１)】 

特定非営利活動法人 

ぷらちなくらぶ 
７２．８ ６２．２ ＋１０．６ 

サロン豆の木 

【相談支援型(※２)】 

特定非営利活動法人 

子育てパレット 
８７．８ ８５．２ ＋ ２．６ 

  ※１ 毎月土曜日や日曜日、学校の長期休業期間を中心に親子・ひとり

親世帯同士で交流できる企画を実施 

  ※２ 毎月第三土曜日に開催し、参加者同士で悩みの共有・アドバイス

をするおしゃべりが中心のサロン 

 

２ 評価対象期間等 

（１）評価対象期間 

令和５年１０月１日から令和６年９月３０日まで 

（２）契約期間（更新２回目） 

   令和７年４月１日から令和８年３月３１日 

※ 最長２回まで 

  

３ 評価委員会の開催 

  令和６年１１月１４日 

 

４ 評価委員会委員の構成 

役 職 氏 名 所 属 

委 員 長 千ヶ崎 嘉彦 福祉部長 

副 委 員 長 近 藤  博 昭 福祉部福祉管理課長 

委 員 半 貫  陽 子 高齢者施策推進室長 

委 員 後 藤  英 樹 福祉部親子支援課長 

オブザーバー 
(※) 

山 田  修 嗣 学識経験者・文教大学国際学部教授 

あだち子どもの未来応援基金審査会委員 

 ※ 立会人（学識経験者）として助言をいただいた。 
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５ 評価方法 

（１）書類審査 

   受託事業者から提出された令和５年１０月から令和６年９月までの

事業実績資料の審査 

（２）事業実績資料に基づく受託事業者によるプレゼンテーション 

（３）評価委員から受託事業者へのヒアリング 

（４）評価基準 

  ア 全ての評価項目の合計点を委員の数で除した点を評点とし評価 

  イ ６割以上か６割未満かにより委託継続の可否を判断 

 

６ 評価項目ごとの委員評価平均点 

（１）サロン豆の木【企画型】 

全ての評価項目において前回の点数を上回っており、総合点では 

１０．６ポイントの増となった。 

 
評価項目 

（評価基準） 
評価の視点 配点 前年 今回 

1 業務遂行力（全体） 

技術力の保有、実施体制 10 
 

6.6 
 

7.5 
↗ 

委託に即した実施内容 5 
 

3.6 
 

4.3 
↗ 

ひとり親家庭等の参加を
促す工夫 

10 
 

5.6 
 

7.0 
↗ 

2 業務遂行力【企画型】 
ひとり親家庭同士や親子
の交流促進 

15 
 

8.4 
 

10.5 
↗ 

3 業務の理解度 業務の理解度 15 
 

10 
 

11.2 
↗ 

4 個人情報保護 個人情報保護の体制 15 
 

10 
 

10.5 
↗ 

5 安全面の配慮 事故防止・感染症対策 10 
 

6.2 
 

7.3 
↗ 

6 取組姿勢【企画型】 
行政、企業、NPO等関係機
関につなぐ事業展開 

10 
 

5.6 
 

7.0 
↗ 

7 
次年度に向けた課題 
の分析 

課題分析、改善策、コスト
パフォーマンスの妥当性 

10 
 

6.2 
 

7.5 
↗ 

総合点  100 
 

62.2 
 

72.8 
↗ 
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（２）サロン豆の木【相談支援型】 

   １つの評価項目(※)を除き、前回の点数を上回っており、総合点では  

２．６ポイントの増となった。 

※ 「４ 個人情報保護」については、相談者からのＬＩＮＥでの報告

等の情報がスタッフ個人の携帯端末に蓄積される可能性があること

や、情報保護対策が暗証番号のみであること等から、前回の点数から

０．８ポイントの減となった。 

 
評価項目 

（評価基準） 
評価の視点 配点 前年 今回 

1 業務遂行力（全体） 

技術力の保有、実施体制 10 
 

8.0 
 

8.0 
→ 

委託に即した実施内容 5 
 

4.4 
 

4.8 
↗ 

ひとり親家庭等の参加を 
促す工夫 

10 
 

7.8 
 

8.3 
↗ 

2 
業務遂行力 
【相談支援型】 

ひとり親家庭等の相談、孤 
立解消、支援へのつなぎ 

15 
 

13.2 
 

13.5 
↗ 

3 業務の理解度 業務の理解度 15 
 

14.2 
 

14.5 
↗ 

4 個人情報保護(※) 個人情報保護の体制 15 
 

12.8 
 

12.0 
↘ 

5 安全面の配慮 事故防止・感染症対策 10 
 

8.4 
 

8.5 
↗ 

6 
取組姿勢 

【相談支援型】 

相談支援実施体制、関係機 
関との連携 

10 
 

9.2 
 

9.2 
→ 

7 
次年度に向けた課題 
の分析 

課題分析、改善策、コスト
パフォーマンスの妥当性 

10 
 

7.2 
 

9.0 
↗ 

総合点  100 
 

85.2 
 

87.8 
↗ 

 

７ 評価委員からの主な意見 

（１）サロン豆の木【企画型】 

① 参加者の声を取り入れる姿勢が見られることと、それを踏まえた

事業改善に取り組もうとしている姿勢は大変良い。 

② どういう企画であれば市民団体（受託する NPO法人）にできて、

それがひとり親家庭への支援につながるのか等、より明確にでき

れば、さらに良い展開が期待できる。 
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③ イベント開催の曜日や場所については、今後も区と事業者が一緒

に検討・調整して参加者増に努めてほしい。 

（２）サロン豆の木【相談支援型】 

① 傾聴を中心とした、相談者に寄り添う取り組みが充実している。 

② 当事者の「語り」を土台に、人々の関係が作られており良い。 

 

８ 今後の方針 

評価結果を事業者に通知し、委員からの評価に基づき、今後の業務改善

につなげていく。 

今後も引き続き、「サロン豆の木」の運営を通じた相談・情報交換の場

や親子で楽しめる体験機会等、ひとり親家庭を孤立から守り、生活や就労

の支援につながる交流の機会を提供していく 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和７年１月２０日 

件  名 新たな「あだち物価高騰支援臨時給付金」事業の実施について 

所管部課 福祉部 生活・暮らし臨時給付金担当課 

内  容 

国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（以下、「臨時交付金」とい

う）の低所得世帯支援枠を活用し、「令和６年度住民税非課税世帯」を対象に

給付金を支給する。 

また、上記給付事業の対象とならない「令和６年度住民税均等割のみ課税世

帯」も物価高騰の影響を受けやすい低所得世帯と判断し、臨時交付金の推奨事業

メニュー枠を活用し、区独自に給付金を支給する。 
 

１ 支給対象世帯（想定含む） 

（１）令和６年度住民税非課税世帯【国給付】 
令和６年度住民税均等割が非課税となった世帯で、基準日（令和６年１２

月１３日）時点で足立区の住民基本台帳に記録されている世帯 
（２）令和６年度住民税均等割のみ課税世帯【区独自給付】 

令和６年度世帯全員が住民税所得割非課税かつ、少なくとも１人が住民
税均等割課税（定額減税前の税額による）となった世帯で、基準日（令和
６年１２月１３日）時点で足立区の住民基本台帳に記録されている世帯 

※ 上記１（１）または（２）を受給した世帯のうち、世帯内に生計を同一
にする平成１８年４月２日生まれ以降の児童がいる世帯（基準日から申請期
限までに出生した児童含む）で、基準日（令和６年１２月１３日）時点で
足立区の住民基本台帳に記録されている世帯。 
上記１（１）へのこども加算は【国給付】、上記１（２）へのこども加

算は【区独自給付】。 

※ 世帯全員が、住民税課税者から税法上扶養されている世帯等を除く 

 

２ 支給世帯数 
１０７，０００世帯想定 
内訳 

① 令和６年度住民税非課税世帯          98,000 世帯 
（こども加算 6,500 世帯（11,000 人）含む） 

② 令和６年度住民税均等割のみ課税世帯    9,000 世帯 
（こども加算 500 世帯（1,000 人）含む） 

 
３ 支給額 
（１）上記１（１）及び（２）        １世帯あたり３０，０００円 
（２）上記１（１）及び（２）のこども加算 児童一人あたり２０，０００円 
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４ スケジュール（予定含む） 

通知の種類 通知発送 支給時期 

振込事前案内（※1）【区へ返送不要】 

直近の給付金を受給し、基準日（令和 6 年
12 月 13 日）までに世帯構成に変更がないな
どの条件を満たす世帯（約 85,200 世帯（こど
も加算 6,000 世帯含む）） 

１月２３日 
以降到着 

① ＷＥＢ申込 
１月３１日 
～２月５日 

② 上記以外 
２月６日 

・７日 

確認書（※2）【区へ返送必要】 

上記「振込事前案内」以外の対象世帯（約
21,800 世帯（こども加算 1,000 世帯含む）） 

１月下旬 
以降順次到着 

２月中旬 
以降順次 

※1 振込事前案内…区へ返送不要で振込可能な世帯。 
令和 6 年 1 月以降に国の住民税非課税世帯等への給付金を区において世

帯主名義の口座で受給し、基準日までに世帯構成に変更がない等の世帯が
対象。対象者が意図しない口座への振込等を防ぐため、口座変更等届出期
間を一定期間設け、一斉振込。 
振込事前案内対象世帯のうち、1 月 27 日までにＷＥＢ専用サイトで申

込みをした世帯は、一定期間を待たず順次振込。口座変更申込み世帯は、
変更手続き完了後順次振込。 

※2 確認書…支給要件や振込口座等確認のため区への書類返送が必要な世帯。 

 

５ 支給手続き 

（１）「振込事前案内」 

ア 区から対象世帯へ振込事前案内を発送 

イ ＷＥＢ専用サイトで申込（届出）を受付 

（案内に記載の二次元コードから世帯ごとに付番された番号で届出） 

ウ 上記５（１）イで受付後、順次支給を決定 

エ 上記５（１）イの申込のない世帯は、口座変更等届出期間経過後に支

給を決定 

オ 口座へ入金後、順次振込通知書を送付 

（２）「確認書」 

ア 区から対象世帯へ確認書を発送 

イ 区へ確認書を返送もしくは、ＷＥＢ専用サイトで申請 

（確認書に記載の二次元コードから世帯ごとに付番された番号で申請） 

ウ 区は確認書の内容を確認の上、順次支給を決定 

エ 口座へ入金後、順次振込通知書を送付 

 

６ 受付期限（予定） 

令和７年３月１０日（月）（郵送は当日消印有効） 

※ 国の動向等により、今後再検討の可能性あり。 

 

７ 専用コールセンター・申請相談支援窓口の設置（外部委託） 

（１）専用コールセンター 

令和６年度新規住民税非課税世帯等への給付金コールセンターと同じ。 

   電話番号：０１２０－２４７－０３５（平日午前９時から午後８時まで） 

（２）申請相談支援窓口 

   本庁舎中央館１階アトリウム（平日午前９時から午後５時まで） 
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８ 【参考】２３区スケジュール 

（１月１０日現在 各区ホームページ情報、見込み含む） 

初回支給時期 自治体数 備考 

令和 6 年 

12 月下旬 
1 区 

住民登録等の対象判定に必要な基準日につい
て、国が全国的に示す 12 月 13 日ではなく、12
月 2 日とした。 

令和 7 年 

1 月中旬から

下旬 

5 区 足立区（1 月 31 日初回支給予定） 

2 月以降 6 区  

情報なし 11 区  

 

９ 周知方法 

  対象世帯に対して、振込事前案内及び確認書を順次送付するとともに、あ

だち広報１月２５日号及び区ホームページにて詳しく周知する。 

 

10 今後の方針 

  給付金を一日でも早く区民に支給するため、確認書等の事務処理を迅速に 

進めるとともに、ミスを起こさないよう細心の注意を払って取り組んでいく。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和７年１月２０日 

件   名 足立区介護保険事業者支援施設使用者選定等委員会の選定結果について 

所管部課名 福祉部 高齢者施策推進室 高齢者地域包括ケア推進課 

内   容 

足立区介護保険事業者支援施設である以下の特別養護老人ホーム及び高齢者

在宅サービスセンターの使用承認期間が、令和７年３月３１日までで終了する

ため、令和７年４月１日以降の使用について使用者選定等委員会を開催し、以

下の通り使用者を選定した。 

 

１ 委員会名 

足立区介護保険事業者支援施設使用者選定等委員会 

２ 選定目的 

現在施設を運営している審査対象法人の業務を適切に検証し評価するこ

とにより、選定した法人が引き続き円滑な施設運営を遂行し利用者サービス

を向上させることを目的とする。 

３ 対象施設及び選定法人 

№ 名称・所在地 
選定法人 

（現使用者） 代表者 

１ 

特別養護老人ホームさの 

高齢者在宅サービスセンターさの 

（足立区佐野２－３０－１２） 
社会福祉法人 

東京蒼生会 

理事長 

齊藤 修 ２ 
高齢者在宅サービスセンター日の出 

（足立区日ノ出町２７－３－１０１） 

３ 
高齢者在宅サービスセンター谷中 

（足立区谷中３－１４－１） 

４ 

特別養護老人ホーム扇 

高齢者在宅サービスセンター扇 

（足立区扇１－５２－２３） 社会福祉法人 

聖風会 

理事長 

近藤 常博 

５ 

特別養護老人ホーム六月 

高齢者在宅サービスセンター六月 

（足立区六月１－６－１） 

６ 
高齢者在宅サービスセンター西綾瀬 

（足立区西綾瀬３－２－１） 

社会福祉法人 

愛寿会 

理事長 

朝比奈 照雄 
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４ 使用承認対象期間 

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

５ 使用者選定等委員会開催日 

  令和６年１２月１７日（火）１３時３０分から１６時まで 

６ 選定評価内容 

（１）委員構成（計６名） 

 

（２）評価方法 

事前に財務評価を行い、選定等委員会では「指定管理者制度に関する基本

的な考え方について」に準じて作成した選定シートにて評価を実施した。区

の評価点及び委員６名による各合計点の平均を選定等委員会の評価点とし

た。 

（３）選定基準及び審査項目 

選定シートは１００点満点（１項目５点、全２０項目）で、「指定管理者

制度に関する基本的な考え方について」の選考基準に準じて、選定委員会

の評価点が６割を超えていれば選定とした。 

【審査項目】（１００点満点/全２０項目・各項目５点満点） 

№ 審査項目 № 審査項目 

1 組織マネジメント 11 サービス向上 

2 財務状況 12 利用者調査 

3 経営理念 13 利用者ニーズ把握 

4 運営状況 14 事業計画の内容 

5 事業の企画内容 15 健康支援 

6 職員研修・教育 16 その他の支援 

7 衛生管理 17 トラブル・苦情対応 

8 事故対応 18 職員の健康管理 

9 危機管理・防災 19 地域との連携 

10 個人情報保護 20 指導検査 

種別 氏名 推薦団体等 

学識経験者 

酒井 雅男【会長】 弁護士 

山中 崇 
東京大学大学院医学系研究科 

在宅医療学講座特任教授 

畑井 舞 社会保険労務士 

区民関係団体 中川 美知子 人権擁護委員 

区職員 
千ヶ崎 嘉彦【副会長】 福祉部長 

馬場 優子 衛生部長 
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７ 選定結果 

８ 事前財務診断評価結果 

   評価を税理士に依頼し、財務的安定性及び収益力を基礎に３段階（最適

合・適合・不適合）で評価を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 法人名 施設名称 評価点 評価結果 

１ 
社会福祉法人 

東京蒼生会 

特別養護老人ホームさの 

高齢者在宅サービスセンターさの 

87.1 選定 高齢者在宅サービスセンター日の出 

高齢者在宅サービスセンター谷中 

２ 
社会福祉法人 

聖風会 

特別養護老人ホーム扇 

高齢者在宅サービスセンター扇 
86.0 選定 

特別養護老人ホーム六月 

高齢者在宅サービスセンター六月 

３ 
社会福祉法人 

愛寿会 
高齢者在宅サービスセンター西綾瀬 83.7 選定 

№ 法人名 総合評価  

１ 
社会福祉法人 

東京蒼生会 
適合 

経営・財務的安定性を示す自己資本比

率や固定比率は標準的な経営・財務状

況であると判断でき、適合と評価す

る。 

２ 
社会福祉法人 

聖風会 
適合 

売上総利益が回復傾向にあり、自己資

本比率や固定比率は標準的な経営・財

務状況であると判断でき、適合と評価

する。 

３ 
社会福祉法人 

愛寿会 
最適合 

いずれの数値や指標も優良であるが、

特に自己資本比率が８０％あり、安定

性が高く最良と判断する。 
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９ 委員会での主な質問と法人回答 

10 公表 

厚生委員会終了後、区ホームページで公表する。 

11 今後の方針 

法人が長期に安定的に運営できるような環境を整え、引き続き利用者の利

便性や満足度の向上を図っていく。 

 

№ 法人 委員からの主な意見 法人回答 

１ 
社会福祉法人 

東京蒼生会 

事故・ヒヤリハットの件数

について、どのように職員

間で共有してヒヤリハット

等の減少につなげていく体

制なのか。 

事業所内で事故防止委員会を月１

回開催し、時間帯や状況について数

値化を行い、分析している。 

また、職員同士でのグループワーク

形式で検証を行い、結果を各委員会

の中で周知している。 

２ 
社会福祉法人 

聖風会 

どこでも慢性的な人材不足

だが、その中で職員のワーク

ライフバランスについては

どのように考えているか。 

変則勤務や、家庭の事情で勤務時間

と勤務シフトが変更できる４種類の

勤務形態を採用しており、各職員が

ワークライフバランスを実現できる

ようになっている。 

３ 
社会福祉法人 

愛寿会 

虐待防止に力を入れている

ことは何か。それによって

成果は出ているか。 

地域包括支援センター西綾瀬の社会

福祉士が講師を務め、虐待防止をテ

ーマに研修を実施し、指針を設定し

た。法人の強みは、地域包括支援セ

ンターが併設されていることである

ため、介護職員がわずかな異変、表

情に気付き、通報相談できる仕組み

が研修を通じて確立されていると感

じている。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和７年１月２０日 

件   名 「地域包括支援センター千住本町」の賃借料等補助及び移転について 

所管部課名 福祉部 高齢者施策推進室 高齢者地域包括ケア推進課 

内   容 

地域包括支援センター千住本町について、以下のとおり、賃借料等補助及

び事務所の移転について報告する。 

 

１ 経緯 

（１）令和６年４月９日 

医療法人社団 寿英会（従前の受託事業者）から、法人の内田病院の

閉院、法人の解散及び地域包括支援センター千住本町の受託契約解除の

申し出があった。 

（２）令和６年４月１日～令和６年７月３１日 

寿英会（従前の受託事業者）が、法人の解散まで運営 

（３）令和６年８月１日～令和８年３月３１日 

社会福祉法人 東京蒼生会（現在の受託事業者）が、運営を引継ぐ 

（４）令和７年３月１７日 

   生涯学習センター（学びピア２１）７階で運営開始予定 

 

２ 賃借料の補助 

（１）地域包括支援センターの設置場所は、足立区地域包括支援センター事

業業務委託仕様書に基づき、受託事業者が任意に設置できる。 

（２）区から受託事業者への賃借料の補助額は、足立区地域包括支援セン

ター事業業務委託仕様書に基づき、上限月２０万円と規定している。 

（３）地域包括支援センター千住本町の場合は、千住地域での家賃高騰や適

した事務所スペース確保の困難性から、新しい物件が見つからず、サー

ビスが出来なくなるなど区民サービスの低下を避けるため、区が従前と

同じ場所を指定して設置した。 

以上のことから、緊急度と重要度が高い案件として、足立区地域包括

支援センター事業業務委託仕様書の双方協議条項に基づき、上限額を超

えた分も区が負担することとしたい（令和６年８月～令和７年３月）。 

 

３ 移転費の補助 

区の意向（区有施設の有効活用）により、令和７年３月１７日に現在の

賃貸物件から区が指定した生涯学習センター（学びピア２１）７階に移転

するため、足立区地域包括支援センター事業業務委託仕様書の双方協議条

項に基づき、区が負担することとしたい。 

16



 

４ 合意書（賃借料の補助・移転費）の締結 

上限月２０万円を超えた分の賃借料及び移転費の区の負担については、

足立区地域包括支援センター事業業務委託仕様書に基づき、区と東京蒼生

会（現在の受託事業者）との合意書の締結に向けて協議を進める。 

 

５ 現住所                   

  足立区千住三丁目７番地 平松ビル１０１ 

 

６ 移転先 

  足立区千住五丁目１３番５号 

  生涯学習センター（学びピア２１）７階 

 

７ 移転後の運営開始日 

  令和７年３月１７日（月） 

 

８ 周知方法 

（１）区ホームページに掲載 

（２）あだち広報（２月１０日号）に掲載 

（３）地域包括支援センター等で案内チラシを配布 

（４）担当地域の町会・自治会に説明のうえ回覧板を回し、掲示板に貼付 

 

９ 担当地域 

  千住、千住元町、千住大川町、千住寿町、千住柳町 

 

10 電話番号・ＦＡＸ番号（変更なし） 

  電 話 ３８８８－１５１０ 

  ＦＡＸ ５８１３－８３３６ 

学びピア２１ 

千寿本町小 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和７年１月２０日 

件   名 高齢者あんしん生活支援事業の変更について 

所管部課名 
足立区社会福祉協議会 

福祉部 福祉管理課 

内   容 

身寄りのない単身高齢者の入院・入所時の保証機能、死後事務等を

支援する高齢者あんしん生活支援事業について、年会費、利用料、預

託金、利用要件を以下のとおり変更する。 

 

１ 目的 

（１）利用対象者を増やすために利用要件を緩和する。 

（２）入院費、火葬費等の必要経費が高騰（下表参照）したため、こ

れに対応し、保証機能を維持するために預託金を増額する。 

  ＜参考・預託金算出根拠比較表＞ 

  平成 17年創設当時 現  在 

火葬費 １９０，０００円 ２９５，５００円  

入院費※（３か月分）  ３３０，３００円 ４４７，６６０円 

合  計 ５２０，３００円 ７４３，１６０円 

  ※ タオル・衣類等のリース代、おむつ代などの諸費用を含む 

２ 概要 

（１） 支援内容（変更なし） 

基本サービス ① 月 1回の電話、半年に 1回の訪問 

あんしん 

サービス 

 

① 入院時、入所時の保証人 

② 入院セットのお届け、入院費用の支払い 

③ 入院、医療説明時の同席 

④ 入院時電気、ガス、水道等の休止手続き 

生活支援 

サービス 

 

① 預貯金の払戻し 

② 郵便物の確認、区役所への手続き代行 

③ 弁護士、司法書士等専門家への仲介 

④ 入院時の電気、ガス、水道等の休止手続き 

書類預かり 

サービス 

① 通帳、権利証、年金証書等重要書類の預かり 
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（２）変更内容 

 現状 変更後 

 

利 
 

用 
 

要 
 

件 

① 足立区在住の方 

② 契約内容をしっかりと理

解できる方 

③ ６５歳以上のひとり暮ら

しの方 

④ 支援可能な親族がいない

方 

⑤ 資産が 3,000 万円以下の

方 

⑥ 住民税が非課税、もしく

は課税総所得が 160 万円

以下の方 

 

 

 

⑦ 不動産収入がない方 

⑧ 負債がない方 

① 足立区在住の方 

② 契約内容をしっかりと理

解できる方 

③ ６５歳以上のひとり暮ら

しの方 

④ 支援可能な親族がいない

方 

⑤ （資産要件削除） 

 

⑥ 住民税が非課税、もしく

は介護保険料が第 7 段階

（本人が住民税課税者

で、本人の合計所得金額

が 120 万円以上 210 万円

未満）以下の方 

⑦ 不動産収入がない方 

⑧ 負債がない方 

利 

用 

料 

等 

① 年会費 2,400円 

② あんしんサービス 

1回 1,000円 

③ 生活支援サービス 

1時間 1,000円 

④ 書類預かりサービス 

1か月 1,000円 

⑤ 預託金 52万円（直葬、入

院費 3か月分）（火葬代 19

万円、入院費 33万円） 

① 年会費 12,000 円 

② あんしんサービス 

1時間 2,000 円 

③ 生活支援サービス 

1時間 2,000 円 

④ 書類預かりサービス 

1か月 1,000円 

⑤ 預託金 75万円（直葬、入

院費 3か月分）（火葬代 30

万円、入院費 45万円） 

 ※ 利用要件⑥の合計所得金額は、介護保険料の所得段階に連

動して今後も変更していく。 

 

３ 変更時期 

令和７年４月 

 

４ 利用者への対応 

（１）現契約者に対しては個別説明を開始している。預託金の増額に

ついて了承が得られない場合は解約とせず、現行の預託金額内で

の保証を行う。 

（２）預託金の支払いが困難な方が生じた場合には、預託金不要で月

額利用料のみで契約可能な「死後事務支援事業（仮称）」を新設し、

複数の選択肢を案内する。 
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５ 周知方法 

今後、事業に関する相談が多い地域包括支援センターを中心に、

関係機関への周知やチラシの設置を依頼するほか、出前講座やホー

ムページによる周知を行っていく。 

  

６ 今後の方針 

既存の契約者には定期的なモニタリングの機会を通して、変更内

容についての個別説明を実施していく。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和７年１月２０日 

件   名 死後事務支援事業（仮称）の開始について 

所管部課名 
足立区社会福祉協議会 

福祉部 福祉管理課 

内   容 

身寄りのない単身高齢者の死後事務を支援するため、民間保険会社の

少額短期保険を活用した事業を新たに開始する。 

 

１ 目的 

既存の高齢者あんしん生活支援事業を利用したいが、預託金を預ける

のは不安がある、契約準備期間が長い、死後事務だけをお願いしたいと

いった要望に応えるため。 

 

２ 概要 

（１）対象者 

４０歳以上９０歳未満（９０歳以降更新可能）の支援可能な親族が

いない方。 

※ 同居者が高齢者・障がい者など、支援が困難な場合には対象とす

る予定。 

（２）利用料 

月額３，０００円～７，５００円（上限） 

※ 対象者、利用料は保険会社の条件（介護度、病歴、精神疾患等）

あり。 

（３）支援内容 

ア 電話による状況確認（月 1回） 

イ 死後事務（葬儀、納骨、家財処分、財産の遺贈等） 

 

【事業の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契
約
・
公
正
証
書
遺
言
作
成 

利
用
料
支
払
い 

毎
月
の
電
話
連
絡 

本
人
死
亡
後
死
後
事
務
開
始 

遺言執行者と連携して以

下の手続きを実施 

① 死亡手続き、届出 

② 未払い租税公課・家

賃・医療費等の精算 

③ 葬儀、納骨 

④ 家財処分 

⑤ 財産遺贈 

死後事務内容 
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＜参考・高齢者あんしん生活支援事業との比較＞ 

 高齢者あんしん生活

支援事業 
死後事務支援事業（仮称） 

対象者 ６５歳以上 

４０歳以上９０歳未満

（９０歳以降更新可能）

の支援可能な親族がい

ない方。 

※  同居者が高齢者・障

がい者など、支援が困

難な場合には対象と

する予定。 

預託金 
75万円 

（令和 7年度変更後） 
×（不要） 

利用料 
月額 1,000円 

（令和 7年度変更後） 
月額 3,000円～7,500円 

主
な
支
援
内
容 

見守り 
月 1回の電話連絡、 

半年に 1回の訪問 
月１回の電話連絡 

死後事務支援 ○ ○ 

入院・入所時 

の保証人 
○ × 

各種手続き支援 
○ 

1時間 2,000円～ 
× 

書類等の預かり 
○ 

1か月 1,000円～ 
× 

 

３ 開始時期 

令和７年４月 

  

４ 今後の方針 

（１）関係機関（地域包括支援センター、住区センター）へチラシの設置

を依頼し、周知する。 

（２）地域住民等への出前講座を活用するほか、足立区社会福祉協議会の

ホームページによる周知を行う。 
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